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《 論　　説 》
韓国の改正商法（保険編）について
李　　芝妍
Ⅰ．商法（保険編）の改正背景
　韓国商法（保険編）は1962年12月12日法律1212号（1963年 1 月 1 日施行）と
して制定されてから、1991年12月31日法律第4770号（1993年 1 月 1 日施行）と
して大幅な内容面での改正が行われた以来、特に立法的な補充もないまま施行
されている。しかし、現在に到るまで、保険産業をめぐる環境は著しく変化し
ており、規制環境の多くも変化を続けているため、現状のままでは保険産業の
規模と内容、国際基準などに合致できないところが多数ある。従って、保険産
業の様々な環境変化に対応するためには商法（保険編）の合理的な整備が必要
であるとされていた。そこで、2007年2月、政府（法務部）の発議によって改
正作業が始まり、同年12月に国務会議を経て政府改正案が確定された。その改
正案（ 1 ）は2008年 1 月に国会（法制司法委員会）へ移送されたが、学界と実務界
からの論争、企業と消費者、生命保険業界と損害保険業界との利害関係の衝突
などによって改正できず、会期不継続の原則によって廃棄されることになっ
た。その後、法務部は2012年 6 月15日に商法第 4 編（保険契約）改正案を再び
提出したが、やはり立法には至らなかった。最終的に、2012年に議員発議に
よって発議された 4 回目の改正案と政府が発議した改正案（ 2 ）を統合した内容で
（ 1 ）　金星泰「韓国保険契約法改正の現況と主な改正論点」保険学雑誌606号61～79頁（2009年 9 月）、
李芝妍「韓国商法（保険編）改正に関する一考察」東洋法学52巻 1 号45～70頁（2008年 9 月）を
参照願う。
（ 2 ）　法務部は2013年 2 月 5 日に保険詐欺関連条項、死亡保険金請求権の差押制限など、今まで野党
と消費者団体などから反対が多かった主な争点を大幅に削除した新たな改正案を国会に提出した。
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改正することになったので、商法（保険編）は23年ぶりに2014年 3 月11日法律
第12397号として2015年 3 月12日から施行されることになった。
　今回の改正は善良なる保険契約者を保護し、保険契約をめぐる環境変化を法
令に反映する反面、現在の保険制度を運営する中で生じうる様々な問題点を補
完することをその目的としている。具体的には、善良な保険契約者を厚く保護
するために保険者の保険契約者に対する保険約款の説明義務を明示、保険契約
者の取消期間と保険金請求権の消滅時効を延長、保険代理商などの権限に関す
る規定を新設、保証保険・疾病保険などの新種保険契約に関する規定を新設し
て保険産業の成長と変化を法令に反映する反面、一部の精神障害者に対する生
命保険への加入を許容、保険事故に責任のある保険契約者とか被保険者の家族
に対する保険代位を禁止する規定などを新設することで障害者と遺族の保護を
図るなど、現行制度を運営する中で生じていた一部の問題点を改善・補完する
ことをその改正理由としている。そして、法務部の報道資料（配布日：2014年
2 月21日）によると、今回の改正は ʻ 現場中心の国民オーダー型法律サービス ʼ
の一環として、法務部は継続的に ʻ 国民生活の安全 ʼ を守り、ʻ 庶民と社会的弱
者の生活 ʼ がよりよくなるように国民生活を中心とする法令整備事業を推進し
ていく予定であるとした。
　なお、改正作業では韓国の保険契約法が日本の旧商法と同じく商法の中に存
在していることに対して、諸外国の立法例のように保険編を商法から分離して
独立法典化すべきであるとの主張もあったが、結論的にはその基本的構造は変
えないことになった。
　以下では、改正された韓国商法（保険編）の内容を紹介し、その改正趣旨お
よび主な論点について検討する。
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Ⅱ．商法（保険編）の主な改正内容に関する検討
1．通則（第 1章）
1）保険契約の意義（第638条）
保険契約は当事者の一方が約定した保険料を支払い、財産または生命、身体
に不確定な事故が発生した場合、相手方が一定の保険金とかその他の給付を
支給することを約定することで効力が生じる（第638条）。
　2008年、2012年、2013年に出された改正案では、保険契約の大原則である最
大善意の原則（principle of utmost faith）（ 3 ）に関する規定（ 4 ）を第638条 2 項に明文
化しようとしたが、立法政策上の見地から最大善意などの不確定な概念ないし
一般条項によって問題を解決することについて批判的な見解が多かったので、
削除することになった。そこで、現行商法638条の保険契約の意義に関する条
文をそのまま維持した上、表現のみに若干の修正を行った。
2 ）保険約款の交付・説明義務（第638条の 3）
①　保険者は保険契約を締結する際、保険契約者に保険約款を交付し、その
約款の重要内容を説明しなければならない。
②　保険者が第 1 項を違反した場合、保険契約者は保険契約が成立した日か
ら 3 カ月以内にその契約を取消すことができる。
　現行法は保険者が保険契約者に保険約款の重要内容を説明すべきであること
のみを規定しているので、保険者の保険約款に対する説明義務の有無をめぐっ
て多数の議論があった。そして、保険者が保険約款の交付・明示義務を違反し
（ 3 ）　最大善意の原則とは、保険契約がその特質として射倖契約の危険を有するので、保険契約の当
事者は保険契約などにおいて高度の善意性と倫理性を維持しなければならないとするものである。
（ 4 ）　保険契約の当事者は保険契約の締結、権利の行使および義務の履行を最大善意に従って行うべ
きである。
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た場合、保険契約者は保険契約の成立日から 1 カ月以内に取消権を行使できる
としている。この条項については、保険契約者が複雑な保険商品の構造と保険
約款の内容を把握して契約の取消可否を判断するには相当な時間が必要な場合
があるにもかかわらず、その期間が非常に短いため取消権の行使が実質的に困
難であるとの指摘があった（ 5 ）。そこで、保険者が保険契約者に保険約款の重要
内容を説明することを保険者の説明義務として法令に明示し、保険契約者が保
険契約の成立日から 3 カ月以内に取消すことができるとして、その期間を延長
することで保険契約者による取消権の行使を容易にしたと思われる。この条文
は保険契約者を保護する内容での改正として社会的に注目を集めている（ 6 ）。
3 ）保険代理商などの権限（第648条の 2新設）
①　保険代理商は次の各号の権限を有する。
1 号　保険契約者から保険料を受領できる権限
2 号　保険者が作成した保険証券を保険契約者に交付できる権限
3 号　保険契約者から申込、告知、通知、解除、取消など、保険契約に関す
る意思表示を受領できる権限
4 号　保険契約者に保険契約の締結、変更、解約など、保険契約に関する意
思表示のできる権限
②　第 1 項と関係なく、保険者は保険代理商の第 1 項各号の権限の一部を制
限することができる。ただし、保険者はそのような権限制限を理由として善
意の保険契約者には対抗できない。
③　保険代理商ではないが、特定の保険者のため、継続的に保険契約の締結
を媒介した者は第 1 項第 1 号（保険者が作成した領収証を保険契約者に交付
する場合のみが該当する）および第 2 号の権限を有する。
（ 5 ）　商法一部改正法律案（議案番号3629）、検討報告書21頁。
（ 6 ）　法務部の報道資料（配布日：2014年 2 月21日）によると、2009年から2011年までの間に韓国消
費者院が受付した保険関連の被害救済2784件の中で商品説明の不十分を原因とするのが199件
（7．1％）など、不実な契約締結をめぐるトラブルが22．3％を占めている。
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④　被保険者とか保険受取人が保険料を支給したり、保険契約に関する意思
表示をする義務を有する場合、第 1 項から第 3 項までの規定をその被保険者
とか保険受取人にも適用する。
　現在は保険代理商など、保険者の補助者の権限に関する規定がないため、保
険契約者が補助者に行った申込などの意思表示または補助者に納付した保険料
をめぐって保険者と保険契約者との間における紛争原因（ 7 ）の一つになってい
る。そこで、改正商法は保険代理商に保険料の受領権、保険証券の交付権、申
込・解除などの意思表示について通知権・受領権を与えた。そして、特定の保
険者のために継続的に保険契約の締結を媒介する者（ 8 ）に対して保険料受領権
（保険者が作成した領収証を交付する場合のみ該当）と保険証券交付権を認め
て保険者の補助者としての権限を明確にする反面、保険者と保険代理商との間
における権限をめぐる内部的制限を善意の保険契約者には対抗できないように
することで、保険契約者を保護している。
4 ）契約解除と保険金請求権（第655条）
保険事故が発生した後でも、保険者が第650条、第651条、第652条および第
653条に従って契約を解除したときは、保険金を支給する責任はなく、すで
に支給した保険金の返還を請求することができる。ただし、告知義務を違反
した事実または危険が著しく変更・増加した事実が保険事故の発生に影響を
及ぼしていないことを証明した場合は保険金を支給する責任がある。
　告知義務を違反した事実または危険が著しく変更・増加した事実と保険事故
との間に因果関係がある場合、保険者は契約を解除することができるし、また
免責されるとしながらも因果関係がないときは、保険者は免責されないという
（ 7 ）　前掲注（ 6 ）によると、2012年に金融監督院が受付した民願の中で保険に関するものが48471
件（51．1％）であり、その中で保険募集に関するものが27．8％の割合で 1 位であった。
（ 8 ）　実務上ではいわゆる保険設計士または生活設計士と言われている。前掲注（ 5 ）24頁。
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ことのみを規定している現行法の文言に若干の修正を行ったものである。この
条項については、告知義務違反などと保険事故との間において因果関係がない
場合、保険者は保険金を現行どおり支給するが、契約は解除できるとの内容を
明文化することも検討されたが、反対の意見が多かったため、現行条文の文言
のみを少しだけ修正することになった。
5 ）消滅時効（第662条）
保険金請求権は 3 年間、保険料または積立金の返還請求権は 3 年間、保険料
請求権は 2 年間、行使しないと時効の完成として消滅する。
　現行法における消滅時効の期間は外国の立法例（ 9 ）に比べ、比較的に短期間で
あるため、保険契約者および保険者の権利行使が困難であった。そこで、保険
契約者の不利益を排除するため、保険金受取人が有する保険金請求権の消滅時
効を 2 年から 3 年に延長した。これに合わせて保険会社が有する保険料請求権
の消滅時効も 1 年から 2 年に延長した。
6 ）相互保険、共済などへの準用（第664条）
この編の規定はその性質に反しない範囲において相互保険、共済、その他、
これに準ずる契約に準用する。
　現行法では、相互保険のみが準用対象となっていたが、改正商法は共済とそ
の他、これに準ずる契約までその準用範囲を拡大した。従来、共済事業を含む
広い意味での類似保険事業において、当該類似保険事業主体と加入者間の関係
にどのような原則を適用すべきかについての基準が全くなかった（10）ので、今回
（ 9 ）　ドイツの場合、旧保険契約法第12条は保険金請求権の消滅時効は 2 年であり、生命保険の場合
には 5 年と規定していたが、現在は消滅時効に関する規定を削除し、民法（BGB）195条の一般
消滅時効である 3 年が適用している。日本の場合、旧商法は保険金請求権などについて消滅時効
を 2 年と定めていたが、保険法95条では 3 年と延長した。前掲注（ 5 ）36頁。
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の改正によって基本的に当事者の関係を保険法理に基づいて合理的に規律でき
るようになると期待されている。
2 ．損害保険（第 2章）
1）損害保険証券（第666条）
損害保険証券には次の事項を記載して保険者が記名押印または署名しなけれ
ばならない。
1 ．保険の目的
2 ．保険事故の性質
3 ．保険金額
4 ．保険料とその支給方法
5 ．保険期間を定めたときはその始期と終期
6 ．無効と失効の事由
7 ．保険契約者の住所と姓名または商号
7 の 2 　被保険者の住所と姓名または商号
8 ．保険契約の年月日
9 ．保険証券の作成地とその作成年月日
　現行法が定めている損害保険証券の記載事項に加えて、改正商法は被保険者
の住所と姓名または商号も記載事項として定めている。損害保険契約では被保
険者が保険金請求権を有するだけでなく、保険の目的物についての通知義務等
も負うことになるので、被保険者を保険証券に記載することによって保険処理
上の困難と紛争可能性を排除できるようになると思われる。
（10）　金進善・安哲敬・權淳一「国内の類似保険の監督および事業現況」（保険開発院保健研究所、
2002年 7 月）、特に監督制度については19～25頁、主要共済機関については26～88頁（この中で
郵便局保険は74頁以下）参照。
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2 ）第三者に対する保険代位（第682条②項新設）
①　損害が第三者の行為によって発生した場合、保険金を支給した保険者は
その支給した金額を限度としてその第三者に対する保険契約者および被保険
者の権利を取得する。ただし、保険者がてん補する保険金の一部のみを支給
した場合は被保険者の権利を侵害しない範囲でその権利を行使することがで
きる。
②　保険契約者および被保険者の第 1 項による権利が生計を共にする家族に
対するものである場合、保険者はその権利を取得することができない。ただ
し、損害がその家族の故意によって発生した場合はこの限りでない。
　現行法は保険者が代位権を行使できる第三者の範囲を制限していないため、
保険事故の発生に責任のある保険契約者および被保険者の家族に対しても代位
権を行使できるようになっている。従って、結果的には保険契約者および被保
険者が保険契約による保護（実益）を受けられないケース（11）が発生している。
そこで、改正商法は損害を生じさせた第三者が保険契約者および被保険者と生
計を共にする家族である場合、その家族の故意による事故である場合を除き、
保険者は代位権を行使できないとする条文を新設した。この定めによって、生
計を共にする家族に対する代位権の行使を禁ずることになるので、保険契約者
および被保険者の権利を実質的に保障することになり、保険受益者をより手厚
く保護できるようになると思われる。しかし、この条文によって保険契約の逆
選択などの恐れがあるので、生計を共にする家族が第三者の介入による保険事
故も担保する商品である場合、その商品設計などについてはより詳しい検討が
（11）　大法院2002年 9 月 6 日宣告2002다32547判決と大法院2009年 8 月20日宣告2009다27452判決は、
「被保険者の同居親族に対して被保険者が賠償請求権を取得した場合、通常、被保険者はその請
求権を放棄したり、許すとの意思で権利を行使しない状態に放置することが予測できるので、こ
の場合、被保険者によって行使されなかった権利を保険者が代位取得して行使することを許容す
ることになると、事実上、被保険者は保険金を受け取れなくなることと同じ結果になるため、保
険制度の効用が著しく下がることになる」として、保険者の保険代位に関する問題点を指摘して
いる。
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必要であるとの見解（12）もある。
3 ）被保険者の賠償請求事実の通知義務（第722条）
①　被保険者が第三者から賠償を請求されたときは、遅滞なく保険者にその
通知を発しなければならない。
②　被保険者が第 1 項の通知を怠ったことにより損害が増加した場合、保険
者はその増加した損害をてん補する責任を負わない。ただし、被保険者が第
657条第 1 項の通知を発した場合はこの限りでない。
　現行法は責任保険の被保険者が被害者から賠償を請求されたときには、遅滞
なく保険者にその通知を発送するよう定めているだけで、通知をしなかった場
合の効果については何も定めていないため、その解釈をめぐって論争があっ
た。そこで、改正商法では、責任保険の被保険者がその通知を怠ったことによ
り増加した損害に対して保険者は責任を負わないが、責任保険の被保険者がす
でにこの法に従って保険事故の発生を通知したときは、被保険者の賠償請求事
実について通知を怠ったことにより増加した損害について保険者はてん補しな
ければならないとした。この条文を定めることによって、通知義務を違反した
ときに被保険者が負うことになる責任範囲をより明確にできるので、被保険者
の利益と保険者の利益との間における均衡を保つ範囲内で解釈上の論争を解決
できるようになると期待できる。また、責任保険の被保険者が商法（保険編）
第657条 1 項（保険事故発生の通知義務）によって保険事故の発生通知を履行
した場合には責任保険規定である第722条による賠償請求事実の通知義務を履
行しなくてもよいとしたのは責任負担の均衡性を保つことになるだろう（13）。
（12）　이기형・정인영「保険契約法改正案の主要内容と施行時の影響」KiRi Weekly 第273号 6 頁（2014
年 3 月、保険研究院）。
（13）　事故発生通知として賠償請求をある程度は予測できるし、被保険者に二重の通知義務を与える
ことは被保険者に酷となり得る。掲載注（ 5 ）46頁。
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4 ）再保険への準用（第726条）
この節の規定はその性質に反しない範囲において再保険契約に準用する。
　現行法はこの節の規定を再保険契約に準用すると定めているので、改正商法
ではその性質に反しない範囲内において再保険契約に準用するとしてその範囲
を明確にした。
5 ）保証保険（第 2章損害保険の第 7節新設）
第726条の 5 　保証保険者の責任
保証保険契約の保険者は保険契約者が被保険者に契約上の債務不履行または
法令上の義務不履行で被った損害をてん補する責任がある。
第726条の 6 　適用除外
①　保証保険契約に関しては、第639条第 2 項但書を適用しない。
②　保証保険契約に関しては、保険契約者の詐欺、故意または重大な過失が
ある場合、それに対し被保険者に責任がある事由がなければ第651条、第652
条、第653条および第659条第 1 項を適用しない。
第726条の 7 　準用規定
保証保険契約に関してはその性質に反しない範囲で保証債務に関する民法の
規定を準用する。
　韓国で保証保険（14）は1963年に信用保険の形態で先に導入された後、1965年に
履行保証保険が認可を得て、初めて正式的に販売されることになった。1969年
2 月19日に再保険公社の全額出資で大韓保証保険株式会社が設立され、1971年
1 月19日法律2288号として保険業法第 3 条（現在の第 2 条）を改正して、保険
事業の範囲に保証保険を括弧条項として取り入れている。その後、社会的にそ
（14）　保証保険とは、債務者である保険契約者が債権者である被保険者に契約上の債務不履行または
法律上の義務不履行で損害を与えた場合、その損害を保険事故として保険者が保険金で損害補償
することを目的とする保険である。
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の需要が増加したため、保証保険市場は拡大され、多様な商品を販売するよう
になった。しかし、保証保険については商法上の規定が全くないため、保証お
よび保険の両面性を有する保証保険の性質に関して見解が対立するなど、不明
確な保証保険の法律関係をめぐって論争が続いていた。そこで、改正商法は保
証保険に関する節を新設し、保証保険者の責任、保険編の規定の中で保証保険
の性質からその適用が不適切な規定の適用を排除する規定および民法の中で保
証規定の準用などに関する規定を設けることになった。具体的には、保証保険
契約の保険者は保険契約者が被保険者に契約上の債務不履行または法令上の義
務不履行によって被った損害を補償する責任があると明確にした。そして、保
証保険契約には商法639条 2 項但書（15）を適用しないこと、保険契約者の詐欺、
故意または重大な過失がある場合にもこれについて被保険者に責任のある事由
がなければ、第651条（告知義務違反による契約解除）、第652条（危険変更増
加の通知と契約解除）、第653条（保険契約者などの故意とか重過失による危険
増加と契約解除）および第659条第 1 項（保険者の免責事由）を適用しないこ
とを明示し、保証保険の特徴を明確にする反面、保証保険契約はその性質に反
しない限り、保証債務に関する民法の規定を準用することにした。このように
保証保険に関する一連の規定を明文化することで、保証保険に関する権利義務
関係を明確にできると期待される。
3 ．人保険（第 3章）
1）人保険者の責任（第727条①項改正、②項新設）
①　人保険契約の保険者は被保険者の生命とか身体に関して保険事故が発生
する場合に保険契約で定めたことに従って保険金とかその他の給与を支給す
る責任がある。
②　第 1 項の保険金は当事者間の約定に従って分割して支給できる。
（15）　損害保険契約の場合、保険契約者がその他人に保険事故によって生じた損害を賠償したときに
は、保険契約者はその他人の権利を害しない範囲内において保険者に保険金の支給を請求できる。
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　改正商法第727条 1 項は現行法の表現を少しだけ変えており、 2 項は保険金
の分割支給が人保険の共通的な特徴であることに着目して、人保険の通則に保
険金の分割支給に関する根拠を新設した条項である。
2 ）生命保険者の責任（第730条）
生命保険契約の保険者は被保険者の死亡、生存、死亡と生存に関する保険事
故が発生した場合に約定した保険金を支給する責任がある。
　生命保険は死亡・生存・生存と死亡を保険事故として約定できるにもかかわ
らず、現行法は生死混合保険及び生存保険の根拠条項として養老保険及び年金
保険規定を別に設けているので、改正商法は生命保険の保険事故として死亡・
生存・死亡と生存を指定できるように明文化した。そして、現行の養老保険
（第735条）及び年金保険（第735条 2 ）条項は保険契約というよりは保険商品
に関するものとして扱うべきであるとし、削除することになった。
3 ）15歳未満者などに対する契約の禁止（第732条）
15歳未満者、心神喪失者（16）または心神薄弱者（17）の死亡を保険事故とする保険
契約は無効である。ただし、心神薄弱者が保険契約を締結したり、第735条
の 3 による団体保険の被保険者となるときに意思能力のある場合にはこの限
りでない。
　現行法は15歳未満の者、心神喪失者、心身薄弱者を保険犯罪から保護（18）する
ため、その死亡を保険事故とする保険契約は無効であると定めている。すなわ
（16）　心神喪失者とは、心神障害によって物事を弁別する能力がないか、意思を決定する能力がない
者、すなわち、意識はあるけど精神障害の程度が大変深刻で自ら行った行為に対する結果を合理
的に判断する能力（意思能力）がない者である。
（17）　心神薄弱者とは、心神障害によって物事を弁別する能力とか意思を決定する能力が微弱である
者、すなわち、精神障害の程度が意思能力を完全に喪失する程ではないが、通常人より不完全な
判断能力を有する場合で心神微弱者ともいう。
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ち、精神障害者は障害の程度と関係なく生命保険契約の被保険者となる可能性
が基本的に封じられているので、この制度的な壁は過度な制限として人権侵
害（19）とも見る余地があるという指摘があった。そこで、改正商法は意思能力の
ある心身薄弱者が自ら生命保険契約を締結したり、団体保険契約に加入する場
合は、生命保険契約の被保険者になれると定め、その禁止を部分的に緩和し
た。これによって、就職して生計を維持または補助するなど、経済活動をして
いる心神薄弱者が生命保険に加入できるようにして、その遺族の生活安定に寄
与できるようになると期待される。これは特に国家人権委員会（20）の勧告を部分
的に受け容れた結果として、人為的な事故防止と人権保護という現行法の立法
趣旨を尊重した上、その補完策として法的安全装置を備えるため、心神薄弱者
が保険契約を締結したり、団体保険の被保険者となるときに意思能力がある場
合に限ってその契約は有効であるとした。この改正条項によって、遺族の生活
安定に寄与できると思われるが、逆選択と道徳的緩みが生じる可能性もあるの
で、その可能性を事前に遮断できるよう、注意すべきである（21）。
4 ）重過失による保険事故など（第732条の 2）
①　死亡を保険事故とする保険契約では事故が保険契約者または被保険者と
か保険受益者の重大な過失によって発生した場合でも保険者は保険金を支給
する責任を免れない。
（18）　15歳未満者とか精神能力が完全でない者を死亡保険の悪用とか保険犯罪など、道徳的危険から
保護するものである。すなわち、彼らの自由意志による同意を期待できない状況でもし法定代理
人による代理同意を認めると、保険金を獲得するために彼らが犠牲となる危険性がある。
（19）　障害者差別禁止および権利救済などに関する法律第17条は「金融業者は保険加入など、金融サー
ビスの提供において正当な事由なく障害者を制限・排除・分離・拒否してはならない」と定めて
いる。
（20）　あ UN の障害者権利協約第25条 e 項が障害者の生命保険加入に対して公正かつ合理的でない差
別をしてはいけないと規定しているが、 現行条項は精神障害者の生命保険加入を全て不可能とし
ているので、加入が留保されていた。そこで、国会は2013年 4 月29日に障害人の権利に関する協
約における留保条項の批准同意案の提出を促す決議案を議決した。
（21）　이기형・정인영前掲注（12） 9 頁。
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②　 2 人以上の保険受益者の中で一部が故意に被保険者を死亡させた場合、
保険者は他の保険受益者に対する保険金支給責任を免れない。
　2008年の改正案では、現行規定が生命保険における被保険者の故意を保険契
約者及び保険金受取人の故意と同様に保険者の免責事由として規定しているこ
とについて、生命保険の貯蓄的・保障的機能の側面から鑑みると不合理なもの
であり、実務に使われている約款条項とも一致しないので問題であるとの指摘
があった。そこで、2008年の改正案では、被保険者の故意は保険契約者または
保険金受取人の故意とは異なるものとして評価し、被保険者が自殺した場合の
み、保険者は免責されると定めていたが、今回の改正ではその内容は採り入れ
てもらえず現行条文の表現を少し修正することに止まった。また、現行法は保
険受益者が 2 人以上の場合、その一部の者が被保険者を殺害したときに、他の
保険金受取人に対する保険者のてん補責任の有無に関する規定もないので、そ
の責任に関する規定を設ける必要があるとの指摘もあった。そこで、改正商法
は、二人以上の保険金受取人の中でその一部が被保険者を死亡させた場合で
も、その他の保険金受取人に対して保険者はてん補責任を負うと定めた。この
改正条項では保険事故に故意性を有する者とそうでない者を分けてその責任の
所在を明確にしたので、その法的安定性を高めていると同時に、故意による保
険事故と関係のない保険受益者を保護（22）できるようになったとして。
5 ）団体保険（第735条の 3③項新設）
①　団体が規約に従って構成員の全部または一部を被保険者とする生命保険
契約を締結する場合には第731条を適用しない。
②　第 1 項の保険契約が締結されたときに保険者は保険契約者に対してのみ
（22）　前掲注（ 5 ）60頁。ただし、改正案に従うとしても保険受益者の一部が保険契約を締結する当
時から保険事故を仮装して保険金を取得しようとした目的を有していて、その目的を実現するた
めに殺害したならば当該契約そのものが社会秩序に反する法律行為として無効となるので、これ
らの状況を全く知らなかった保険受益者であっても保険金は請求できなくなると思われる。
164 韓国の改正商法（保険編）について〔李　　芝妍〕
（113）
保険証券を交付する。
③　第 1 項の保険契約で保険契約者が被保険者または相続人ではない者を保
険受取人として指定するときは団体の規約で明示的に定める場合を除き、被
保険者の書面による同意を得なければならない。
　現行法は団体保険が団体が規約によって構成員の全部またはその一部を被保
険者とする他人の生命保険契約であるにもかかわらず、他人の書面による同意
を要する規定（第731条）の適用が排除されている。従って、団体が自己を保
険金受取人として指定した場合、被保険者である団体構成員の同意が必要であ
るか否かについて解釈上の論争があった。そこで、改正商法は団体保険で保険
契約者が被保険者または相続人ではない者を保険金受取人として指定する場
合、団体の規約で明示的に定めなければ、被保険者の書面による同意が必要で
あるという条項を新設した。これによって、団体の構成員である被保険者が死
亡した場合、団体自らが保険受益者として受領した保険金を遺族に支給せず、
企業の運用資金として利用するなどのケースをより厳格に規制できるし、保険
金をめぐる紛争の事前防止と人為的な保険事故発生の阻止もできるので、団体
の構成員とその遺族の利益がより保護できる（23）ようになると思われる。
6 ）疾病保険（第 3章人保険の第 4節新設）
第739条の 2 　疾病保険者の責任
疾病保険契約の保険者は被保険者の疾病に関する保険事故が発生した場合、
保険金とかその他の給与を支給する責任がある。
第739条の 3 　疾病保険に対する準用規定
疾病保険に関してはその性質に反しない範囲で生命保険および傷害保険に関
する規定を準用する。
（23）　前掲注（ 5 ）63頁。
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　現行法は疾病保険に関する規定がないので、改正商法は社会的に広く利用さ
れている疾病保険に関する規定を新設し、その概念を定義した上、その性質に
反しない限り、生命保険と傷害保険に関する規定を準用するよう定めたので、
法的安定性を確保できるようになったと思われる。
Ⅲ．残された課題
　韓国では経済民主化が進む中、大企業の企業倫理とその社会的責任が益々重
要な問題となっており、特に金融企業をめぐる論争が絶えない状態である。そ
して、その論争による立法措置は金融企業の中でも特に保険事業に関する規制
と監督を強化する内容が多いので、保険事業を営む企業は経営上の負担を理由
に強く反発しているので、社会的合意に至らないままであった。その中、2014
年 3 月11日に改正された商法（保険編）は、保険業界、消費者団体、野党など
からの論争が多かった主な争点、すなわち、保険契約の最大善意契約性の明文
化、詐欺による保険契約の無効、詐欺による保険金請求の保険詐欺関連条項、
重複保険の関連規定の整備、保険目的の讓渡と譲渡人等の通知義務違反の効
果、損害防止義務、他の生命保険契約の告知義務、死亡保険金請求権の差押制
限、傷害保険の免責事由などを大幅に削除したものである。
　この改正商法（保険編）については、保険業界と消費者団体から曖昧な内容
が多いため、保険紛争の増加と逆選択の発生の恐れがあるとして批判的な見解
も出されている。例えば、保険約款に関する保険会社の明示義務を説明義務に
変えたことについて、保険業界はその説明内容と範囲が曖昧であるとして難色
を示しているが、消費者側としては保険商品の販売における不完全販売が減少
することになると予測できるので賛成している。また、心身薄弱者の生命保険
への加入を許容したことについて、心身薄弱に対する判断基準がないため、よ
り保険犯罪の発生が多くなるのではないかとする心配の声もある。これに関し
て、障害人差別禁止推進連隊の関係者は＂意思能力のある心身薄弱者は保険に
加入できるようにしているが、心身薄弱の基準と意思能力に関する判断基準は
何か？　結局、判断基準が明らかでない状況では今回の改正は意味のないもの
166 韓国の改正商法（保険編）について〔李　　芝妍〕
（111）
である＂と主張（24）している。
　特に韓国では保険詐欺が大変深刻な社会問題となっており、金融監督院の最
新資料によると、2011年から2013年の間に保険詐欺で摘発された人数が23万名
を超える結果となっている。保険金の不正請求や過多請求など、保険犯罪が社
会的に罪悪感もなく行われている韓国の実情からすると、保険詐欺防止に関す
る規定が削除されたことは非常に遺憾であると思われる。保険詐欺防止に関す
る規定は、保険制度の健全性を確保し善良な保険契約者を保護する側面で非常
に重要なものであり、保険詐欺に関する問題は無駄に莫大な保険金を支出する
ことで保険財政の堅実性を害するだけでなく、保険加入者の保険料引上げの要
因にもなるので、結果的に善良な保険加入者に被害を与えたり、他の犯罪に悪
用されたりなど、深刻な社会問題の一つである。従って、韓国でもドイツ・フ
ランス・日本などの主要国の立法例を参照しながら、保険詐欺に関する明文規
定を新設し、詐欺によって締結された保険契約を無効とし、詐欺による手段で
保険金請求がなされた場合は、一定要件の下で保険者は免責される条項を設け
る必要があると思われる。
　なお、韓国では2013年 8 月に保険詐欺防止特別法の制定法律案が議員立法と
して発議されており、この法律案は法益侵害が深刻な特定の行為類型について
は未遂、加重処罰などの刑事的な制裁を強化すると同時に、有罪判決が確定し
た詐欺犯に善良な加入者の金銭が渡らないように民事・刑事上の対策を連携し
ているので、今後の動きに注目したい。
　韓国の法務部は2007年に海商編、2010年総則と商行為編、2011年会社編の大
改正を行っており、今回の保険編を改正したことによって商法全般の改正作業
は一旦終わったことになる。しかし、今後も引き続き検討しなければならない
課題としての主要争点が多く残されているので、持続的に今後の動きに注目し
ながら検討していく予定である。
―い　じよん・法学部准教授―
（24）　保険毎日2014年 3 月11日、http://www.fins.co.kr/news/articleView.html?idxno=64316。
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